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（要旨） 

 

 本稿は、狭く定義されたサービス業種を対象に、生産性のクロスセクションでの分

散と時系列での動態に関する実証的事実を提示する。高頻度のミクロ時系列データを

使用し、サービス業の生産性を数量ベースの生産性指標（TFPQ）と金銭ベースの指標

（TFPR）を比較しつつ分析した研究は、おそらく初めてのものである。分析結果によ

れば、第一に、TFPQ と TFPR の変動は、事業所レベルで高い相関関係がある。第二

に、生産性の事業所間格差は、一般に TFPQ よりも TFPR の方が大きい。これは製造

業を対象とした先行研究とは異なる結果である。第三に、産業平均の TFP が高いとき

は、一般に TFP の事業所格差が小さく、産業平均の TFP が低いときは格差が大きい傾

向がある。第四に、TFP の時系列でのヴォラティリティが高い事業所ほど、平均的な

生産性水準が低い。以上の結果は、相対的に生産性の低い事業所において、需要平準

化の潜在的利益が大きいことを示唆している。 
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サービス業生産性の動態分析：TFP の企業間格差とヴォラティリティ 

 

 

１．序論 

 

日本の潜在成長率が低迷する中、経済的シェアの大きいサービス産業の生産性向上に

対する政策的関心が高くなっている。最近の『日本再興戦略 2016』でも、「サービス産

業の活性化・生産性向上」が施策の柱の一つと位置付けられている。サービス産業の生

産性向上という課題は主要先進国に共通であり、サービス産業を対象とした研究も内外

で徐々に進展してきている。しかし、基礎統計が充実しており、生産性分析の豊富な蓄

積がある製造業に比べると、サービス産業の生産性の解明は依然として大幅に遅れてい

る。特に、企業や事業所のミクロデータを用いたサービス産業の実証研究は少ない。 

同じ産業の中でも生産性の企業（事業所）間格差が大きく、したがって、生産性の高

い企業のシェア拡大、非効率な企業の縮小・退出といった「新陳代謝」が産業全体の生

産性を向上させる効果を持つことは良く知られている。そして、サービス産業では個々

の企業の生産性上昇（内部効果）に比べて、新陳代謝の役割が相対的に大きいことも指

摘されている（Foster et al., 2006; 森川, 2014）。したがって、ミクロレベルでの生産性の

分布の実態やその変化を明らかにすることは、サービス産業の生産性を高めるための政

策を考える上で重要性が高い。加えて、サービス産業の多くは「生産と消費の同時性」

という製造業とは異なる性質を持っているため、生産性の時系列的な変動が企業パフォ

ーマンスに大きく影響する。この点を解明する上で、年次レベルの構造統計データでの

分析には限界があり、月次・四半期など高頻度のデータを使用することが望ましい。 

こうした問題意識の下、本研究では、狭く定義された娯楽系のサービス業４業種を対

象に、クロスセクションでの生産性の事業所間格差、生産性の時系列的な動態に関する

新たな実証的事実を提示する。具体的には、月次の政府統計である「特定サービス産業

動態統計調査」（経済産業省）の約 16 年間の個票データを使用し、以下の諸点に関する

分析を行う。 

①数量ベースの生産性指標（TFPQ）と金銭ベースの指標（TFPR）のクロスセクショ

ンでの分布及び時系列的な動向の比較。 

②TFP の事業所・企業間のばらつき（dispersion）と産業平均 TFP の時系列での関係。 

③TFP の時系列での変動度（volatility）と事業所・企業の平均 TFP 水準の関係。 

本稿は、年次の構造統計である「特定サービス産業実態調査」（経済産業省）のクロ

スセクション・データを用いてサービス業の生産性を分析した Morikawa (2011)や

Morikawa (2012)を、時系列的な分析に拡張するものである。そもそも、サービス産業を

対象とした TFPQ の分析は、第２節で述べる通り筆者が行ったもの以外にはごくわずか

しか存在しない。また、サービス業の生産性のミクロレベルでのヴォラティリティの分
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析はほとんど存在せず、特に TFPQ の高頻度（月次）のミクロ時系列データを用いた分

析は、おそらく過去に例のないものである。 

分析結果の要点は次の通りである。第一に、TFPQ と TFPR の変動は、事業所レベル

で高い相関関係があり、物的な生産性が高いほど金銭的な生産性も高い。Foster et al. 

(2008)が、米国製造業について報告している数字（0.75）と比べても高い相関である。第

二に、生産性の事業所間でのばらつきは、TFPQ よりも TFPR の方が大きい場合が多く、

物的生産性の高い事業所ほどサービス単価が高い傾向があることを示唆している。これ

は製造業を対象とした Foster et al. (2008), Kawakami et al. (2011)とは逆の結果である。第

三に、産業平均の TFP が高いときは一般に TFP の事業所・企業間のばらつきが小さく、

産業平均の TFP が低いときはばらつきが大きい傾向がある。第四に、TFP の時系列で

のヴォラティリティが高い事業所・企業ほど、平均的な生産性水準が低い。 

 本稿の構成は以下の通りである。第２節では、本稿に関連する先行研究を概観し、そ

うした中での本稿の意義を述べる。第３節では、本稿の分析に使用するデータ及び分析

方法を解説する。第４節において分析結果を報告するとともに解釈を行い、最後に第５

節で結論を整理する。 

 

 

２．関連する先行研究 

 

 同一産業内でも事業所間・企業間で大きな生産性のばらつき（事業所間・企業間格差）

があることは、産業組織論の実証研究における定型化された事実の一つとなっている

（代表的なサーベイ論文として、Bartelsman and Doms, 2000; Syverson, 2011）。そして、

事業所間・企業間の生産性のばらつきをもたらす要因は何か、また、どのような特性を

持つ事業所・企業の生産性が高いのかについて多くの研究が行われてきている。1 

サービス産業を対象とした研究は比較的少数にとどまっているが、例えばフランスの

サービス業を対象に労働生産性のばらつきを計測した Kremp and Mairesse (1992)、英国

の製造業・非製造業の企業をカバーした Oulton (1998)及び Faggio et al. (2010)、米国の医

療サービス（病院）を対象とした Chandra, et al. (2016)等が挙げられる。Oulton (1998) 、

Faggio et al. (2010)は、製造業に比べてサービス産業の生産性のばらつきが大きいことを

指摘している。一方、最近の Chandra, et al. (2016)は、病院の心臓病治療の生産性のばら

つき（標準偏差 0.17）が、狭く定義された製造業内の生産性のばらつき（0.22～0.39）

                                                  
1 生産性のばらつきが大きい理由の一つとして、データの精度・制約に起因する計測上の影響が

含まれている可能性がある。生産性計測上の要因を扱ったものとして、Fox and Smeets (2011), 
White et al. (2012), Ataley (2014), Bartelsman, et al. (2015)を挙げておく。これらのうち、Fox and 
Smeets (2011), Bartelsman, et al. (2015)は、労働の質の違いの影響、Ataley (2014)は中間投入財価格

の影響を検討している。Foster et al. (2016b)は、TFP のばらつきが計測方法によって異なり、分

析結果を解釈する上で注意を要することを指摘している。 
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と同程度ないしやや小さいという結果を報告している。日本では、Ito and Lechevalier 

(2009)が、製造業のほか卸売業・小売業等を含む「企業活動基本調査」のデータ（1994

～2003 年）を用いて、特に製造業で TFP のばらつき拡大が顕著なことを示し、ICT は

TFP の企業間格差を縮小する方向に寄与する一方、グローバル化が格差拡大に寄与して

いると述べている。 

 生産性のばらつきと産業全体の生産性のクロスセクションでの関係について、製造業

を対象とした過去の研究は、市場競争が強く働く業種では TFP のばらつきが小さくな

る一方、TFP の平均値が高くなることを示している（Syverson, 2004a,b）。景気循環局面

との関係では、米国の耐久財製造業において TFP のばらつきが好況期に小さく、不況

期に大きくなることを示す例がある（Kehrig, 2011）。TFP 水準ではなく TFP 上昇率を扱

ったものだが、Escribano and Stucchi (2014)は、スペイン製造業（1991～2005 年）におい

て、不況期に企業間の生産性（TFP）は収斂する傾向があるという逆の結果を示してい

る。しかし、サービス産業を対象に、事業所・企業のレベルで TFP の循環的な特性を扱

った研究はこれまで見当たらない。 

 マクロ経済学的な関心から、企業・事業所の売上高や雇用の時系列的なヴォラティリ

ティを扱った研究は多数存在するが、企業・事業所レベルでの生産性のヴォラティリテ

ィを扱った研究はほとんどない。2 例外的なものとして Chun et al. (2011)は、米国上場

企業の TFP 上昇率のヴォラティリティを分析し、1970 年頃から 2000 年頃まで大きく増

大し、その後低下するというパタンを辿ったことを示している。ただし、そこでの対象

は上場企業に限られ、また、ヴォラティリティは年次データでの 10 年間の移動分散で

ある。月次のデータで TFP のヴォラティリティを計測した研究は、筆者に知る限り存

在しない。 

 TFPR と TFPQ の違いは、先駆的な研究である Foster et al. (2008)以降注目されるよう

になっている。TFPQ を計測するためには、アウトプットを数量ベースで測る必要があ

り、したがって、電気機械とか一般機械といった様々な製品を含む粗い業種区分では計

測が難しい。Foster et al. (2008)は、米国製造業の狭く定義された 9 業種（カーボン黒色

染料、コンクリート、自動車用ガソリン等）の事業所レベルのデータを使用して、TFPQ

のばらつきが TFPRのそれに比べて大きいことを示した代表的な先行研究である。TFPR

は価格変動の影響を受けるため、需要側の要因が強く作用するのに対して、TFPQ は技

術的効率性をより良く示すと述べている。日本では、Kawakami et al. (2011) が、「工業

統計」（経済産業省）のミクロデータを用いた分析を行い、Foster et al. (2008)と同様、工

場間の TFP 格差は TFPR よりも TFPQ の方が大きいという結果を報告している。この

ほか、Braguinsky, et al. (2015) は、戦前期の日本の綿紡績産業を対象に TFPQ を計測し、

                                                  
2 マクロ経済と企業レベルのヴォラティリティの関連についてのサーベイ論文として Davis and 
Kahn (2008)参照。日本企業を対象とした実証研究としては、Kim and Kwon (2012), Oikawa (2013)
が挙げられるが、生産性のヴォラティリティを扱ったものではない。 
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M&A が産業全体の TFPQ 上昇に寄与したという結果を示している。3 ただし、いずれ

も製造業の年次データでの分析である。 

以上の通り、数量ベースのアウトプットに基づく TFPQ 指標を用いることにより、

様々な新しい知見を得ることができる。しかし、サービス産業を対象にした TFPQ の実

証分析は、数量データが利用可能な統計データが限られていることなどから、ごく少数

にとどまっている。医療サービス（病院）を対象とした前述の Chandra, et al. (2016)は、

病院の生産性を患者の生存率をアウトプットとして計測しており、TFPQ を計測したも

のと見ることができる。Morikawa (2011, 2012)は、日本の対個人サービス業を対象とし

て TFPQ を計測した数少ない研究だが、年次データでのクロスセクション分析という限

界がある。 

こうした中、本稿は、狭く定義されたサービス業種を対象に、①高頻度の時系列デー

タを使用して TFP の分布及びヴォラティリティを計測するとともに、②TFPQ と TFPR

を併用して分析・両者を比較するという点で新規性が高い研究である。 

 

 

３．データと分析方法 

 

本稿では、月次の統計調査である「特定サービス産業動態統計調査」（経済産業省）

の約 16 年間のミクロデータを使用する。同調査は、「特定のサービス産業の売上高等の

経営動向を把握し、短期的な景気、雇用動向等の判断材料とするとともに産業構造政策、

中小企業政策の推進及びサービス産業の健全な育成のための資料を得る」ことを目的と

して、1987 年に始まった動態統計調査である。 

当初は物品賃貸業、情報サービス業、広告業の 3 業種のみが対象だったが、その後、

クレジットカード業、エンジニアリング業（1993 年）、映画館、劇場・興行場、興行団、

ゴルフ場、ゴルフ練習場、ボウリング場、遊園地・テーマパーク、パチンコホール、葬

儀業、結婚式場業、外国語会話教室、カルチャーセンター、フィットネスクラブ（2000

年）、学習塾（2004 年）、インターネット附随サービス業、映像情報制作・配給業、音楽

ソフト制作業、新聞業、出版業、ポストプロダクション業、デザイン業、機械設計業、

環境計量証明業、自動車賃貸業、機械等修理業（2008 年）が順次追加され、29 業種ま

                                                  
3 このほか、TFPQ を用いたミクロデータ分析として、Ataley (2014), Carlsson, et al.(2016), Foster 
et al.(2016a)の例がある。Carlsson et al. (2016)は、スウェーデン製造業の企業－従業者マッチ・

データ（1990～1996 年）を使用し、企業レベルの TFPQ が賃金に及ぼす効果を分析したもので

ある。Foster et al.(2016a)は、工場の年齢による TFPQ の違いを分析し、若い企業の TFP が低い

わけではないことを示している。なお、産業内の新陳代謝と生産性の関係についてのサーベイ

論文である Haltiwanger (2015) は、TFPQ の高い事業所は限界費用及び価格が低い傾向があると

論じている。 
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で拡大した。4 ただし、2014 年末に 10 業種の調査が終了し、本稿執筆時点では 19 業種

が調査対象となっている。 

月次の動態統計という性格上、悉皆調査ではなくサンプル調査だが、同一の事業所・

企業を継続して調査対象としているため、パネルデータとして分析することが可能であ

る。5 調査事項は限られているが、従業者数（及びその内数として正社員数、その他従

業者（パート、アルバイト等）数）、業務種類別の売上金額は全業種共通に調査事項と

なっている。有形固定資産など資本ストック額のデータは調査事項となっていないが、

ゴルフ練習場の打席数、パチンコホールの機械設置台数など物的な資本ストックの代理

変数が調査事項として含まれている業種が一部存在する。また、月間利用者数・入場者

数といった数量ベースのアウトプットが調査されている業種として、葬儀業、結婚式場

業、映画館、ゴルフ場、ゴルフ練習場、ボウリング場、遊園地・テーマパークの 7 業種

がある。 

本稿は、TFP の計測に必要な資本ストックの代理変数が存在する 4 業種を対象とす

る。具体的には、映画館、ゴルフ場、ゴルフ練習場、パチンコホールであり、表 1 にそ

れぞれの調査単位、対象期間等を示している。「経済センサス・活動調査」（総務省, 2012

年）により、分析対象業種の経済的規模を見ると（表 1(5)列参照）、特にパチンコホー

ルは売上高 17.7 兆円、従業者数 18.3 万人という巨大産業で、製鉄業の２倍以上、電気

機械器具製造業を上回る売上規模である。これに比べるとずっと小さいが、ゴルフ場の

売上高はロボット製造業を上回っているなど、決して無視できない大きさの業種である。 

 分析対象期間は、これら業種の調査が開始された 2000 年 1 月から 2015 年 6 月までの

16 年半である。ただし、映画館は座席数が調査対象となった 2002 年 1 月を始期、事業

所単位の調査から企業単位の調査に移行する前の 2012 年 12 月を終期としている。「特

定サービス産業動態統計調査」の調査単位は、事業所単位のものと企業単位のものが混

在している。本稿で使用する 4 業種のデータはパチンコホールを除いて事業所単位の調

査である。 

 TFP は、シンプルなコブ・ダグラス型生産関数を業種毎に推計し、その残差として計

測する。対象期間の全データをプールし、アウトプット及びインプットは対数変換して

推計に使用する。パチンコホールは数量アウトプットのデータが存在しないため TFPR

のみを推計するが、他の３業種は TFPQ と TFPR を推計する。アウトプット（Yit）は当

該サービスの生産数量及び売上高であり、生産数量は、延べ入場者数（映画館）、延べ

利用者数（ゴルフ場、ゴルフ練習場）である。売上高は消費者物価指数（総合）でデフ

                                                  
4 2014 年末に終了した 10 業種は、映画館、劇場・興行場、興行団、カルチャーセンター、音楽

ソフト制作業、映像情報制作・配給業、新聞業、出版業、ポストプロダクション業、デザイン業、

機械等修理業である。 
5 期間中に調査対象事業所・企業の変更があるため、unbalanced panel である。悉皆調査でな

いため、参入・退出について分析することはできない。 
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レートし、期間中の一般物価水準の変化を補正する。なお、月次データなので、月によ

る日数の違いの影響を補正するため、一日当たりのアウトプットに換算した上で推計に

使用する。ただし、中間投入に関する情報は存在しないため、アウトプットは生産数量、

売上高ともに中間投入を控除していないグロスの数字である。 

生産要素は、Morikawa (2011, 2012)と同様、資本ストックの数量（Kit）と従業者数（Lit）

であり、資本ストックの代理変数は、座席数（映画館）、ホール数（ゴルフ場）、打席数

（ゴルフ練習場）、パチンコ機・パチスロ機設置台数（パチンコホール）である。6 従業

者数は、事業所（企業）全体の数字ではなく当該業務に係る従業者数が利用可能なので、

狭く定義された業種の生産関数を推計する上で好都合である。従業者数については前述

の通り、正社員数、非正社員数（「その他従業者（パート、アルバイト等）」）の情報が

あるため、非正社員の労働時間が相対的に短く、それが労働投入量に及ぼす影響を補正

するため、非正社員比率（Nonstandard）をコントロール変数として追加する。具体的な

推計式は下記の通りである。7 

 

lnYit  = ß0 + ß1 lnLit + ß2 lnKit + ß3 Nonstandard + ε                        (1) 

 

分析内容は、第一に、TFPQ と TFPR を比較しつつ、時系列的な動向を観察・比較す

る。いずれの変動が大きいのか、両者はどの程度の相関を持っているのかが関心事であ

る。第二に、各時点における TFP のばらつき（標準偏差）と産業平均の TFP 水準の関

係を分析する。ここでの関心事は、生産性の水準が高い時期ほどばらつきが大きいのか

小さいのかという点である。第三に、各事業所の TFP の時系列的なヴォラティリティ

（標準偏差）と平均値の関係の分析である。生産性の変動が著しい事業所（企業）ほど

平均的な生産性が低くなるという仮説の検証が目的である。 

 

 

４．分析結果 

 

 生産関数の推計結果は付表 1 に示す通りである。この結果に基づき、推計された TFP

の時系列での動向を示したのが図 1 である。生産要素投入量の調整を高い頻度で行うの

は難しいため当然だが、季節変動がかなり大きい。TFPQ が計測可能な映画館、ゴルフ

                                                  
6 映画館についてはスクリーン数という資本ストックの代理変数も利用可能だが、スクリーン数

が 1 というサンプルが少なからず存在すること、また、座席数を用いて TFP を推計した場合の

決定係数の方が高いことから、本稿では座席数を使用する。 
7 この推計において、資本の稼働率は考慮していないため、推計された TFP は稼働率の変化を反

映する。したがってここでの TFP は、純粋の技術進歩を表すものではない。しかし、森川 (2014)
で論じた通り、稼働率の効果を除去することは、「生産と消費の同時性」という特徴を持つサー

ビス産業の生産性を考える際に最も重要な要素を看過することになる。 
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場、ゴルフ練習場のグラフを見ると、TFPQ と TFPR はかなり似た動きを示している。

両者の相関係数を計算すると、映画館 0.906、ゴルフ場 0.827、ゴルフ練習場 0.737 であ

り、かなり高い数字である。サービス業において短期的な生産数量の増減は主に需要変

動によって生じると考えられるから、生産数量が増加したときに総売上高が多くなり、

したがって TFPQ と TFPR が同調的に変動すること自体は予想される結果と言える。8 

Foster et al. (2008)が、米国製造業の事業所レベルでのクロスセクション分析で報告して

いる数字（約 0.75）と比較すると、同程度ないし高めの相関である。 

TFP のトレンド変化率を見るため、TFP を被説明変数としてタイムトレンドで回帰す

る OLS 推計を行い、タイムトレンドの推計係数を年率換算したのが表 2 である。タイ

ムトレンドのほか、月ダミー、非正規従業者比率をコントロール変数として使用してい

る。ゴルフ練習場（TFPQ0.9％、TFPR0.0％）を除き、長期的な TFP 変化率はマイナス

となっている（映画館 TFPQ▲5.8％、TFPR▲6.1％、ゴルフ場 TFPQ▲0.5％、TFPR▲2.1％、

パチンコホール TFPR▲3.5％）。３業種のいずれも TFPQ に比べて TFPR の低下率がい

くぶん大きく、（一般物価水準の変化を補正した上で）サービス単価が低下しているこ

とを反映している。 

 次に、TFP のばらつき（dispersion）の動向を示したのが図 2 であり、ばらつきの期間

平均値は表 3 に示す通りである。映画館ではこの 10 年ほど TFPQ の方が TFPR よりも

事業所間でのばらつきが大きい。9 これに対して、ゴルフ場、ゴルフ練習場は、いずれ

も月次の変動が激しいが、TFPQ の方が常に TFPR よりもばらつきが大きい。製造業を

対象とした Foster et al. (2008)は、TFPQ の方が TFPR よりも同一産業内でのばらつきが

大きいという結果を示し、TFPR は価格と正の関係を持つのに対して TFPQ は価格と負

の関係を持っている（生産性の高い事業所ほど低い価格設定をしている）と論じている。

日本の製造業 12 業種に関する Kawakami et al. (2011)の結果も同様である。つまり、サ

ービス業を対象とした本稿の分析結果は、映画館を除いてこれら製造業の分析結果とは

異なっている。物的な生産性が高い事業所ほど、高いサービス価格の設定を行っている

ことを示しており、質が高く差別化されたサービスを提供していることを示唆している。 

 映画館、ゴルフ場、ゴルフ練習場の TFPQ の平均値とばらつきの関係をプロットした

のが図 3 である。いずれも右下がりの関係があり、産業平均の TFP が高いときほど事

業所間のばらつきが小さく、産業平均の TFP が低い時期ほどばらつきが大きくなる傾

向が観察できる。TFPR について同様のプロットをしたのが図 4 である。映画館を例外

として、他の３業種は右下がりとなっている。もちろんこれらは因果関係を示すもので

                                                  
8 これに対して、供給側の要因で生産数量が増加した場合に総売上高が増加するか減少するか

は、需要の価格弾性値に依存するため一概に言えない。 
9  業種によって異なるが、期間平均で見た TFP のばらつきの大きさは、製造業を対象とした

Kawakami et al. (2011) ―報告されている分散を標準偏差に変換した上で 12 業種の単純平均は

TFPQ0.67、TFPR0.45―と大きな違いはない。 
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はなく、単純な相関関係である。 

 分析対象期間の TFP のばらつきを中央値で区分し、ばらつきの高い月と低い月に分

け、それぞれの時期の TFP のばらつきを比較したのが表 4 である。映画館の TFPR を例

外として、TFP のばらつきが大きいときほど TFP の産業平均値が低く、1％水準で有意

差がある。10 パーセント換算すると、TFP のばらつきが小さいとき、映画館（TFPQ＋

17.3％、TFPR▲15.0％）、ゴルフ場（TFPQ＋39.6％、TFPR＋40.7％）、ゴルフ練習場（TFPQ

＋16.8％、TFPR＋12.5％）、パチンコホール（TFPR＋25.4%）である。11  産業平均の生

産（＝消費）が低く、したがって平均的な TFP が低い時に比例的以上に生産性の低い事

業所の計測される TFP が低くなるという結果は、宿泊業のミクロデータを用いた研究

（森川, 2016）と同様のパタンである。 

 最後に、事業所（企業）の TFP のヴォラティリティ（標準偏差）と当該事業所・企業

の期間平均の TFP 水準の関係を見てみる。サンプル事業所（企業）を、ヴォラティリテ

ィの中央値を境に高ヴォラティリティ事業所と低ヴォラティリティ事業所に区分し、期

間平均での TFP 水準の差を見たのが表 5 である。例外なく時系列的なヴォラティリテ

ィが高い事業所（企業）は平均的な生産性水準が低い。パーセント換算すると、低ヴォ

ラティリティ事業所（企業）の生産性は、映画館（TFPQ＋4.0％、TFPR＋7.6％）、ゴル

フ場（TFPQ＋32.5％、TFPR＋33.9％）、ゴルフ練習場（TFPQ＋8.9％、TFPR＋9.0％）、

パチンコホール（TFPR＋12.7％）である。12 この結果は、産業全体の生産性が低いとき

にどれだけ生産性を維持できるかが、事業所・企業のパフォーマンスにとって重要にな

ることを意味している。すなわち、サービス業の生産性に対して、生産（＝需要）の平

準化が大きく影響することを示唆しており、Morikawa (2012)の分析結果とも整合的であ

る。 

 

 

５．結論 

 

 本稿は、「特定サービス産業動態統計調査」の事業所・企業レベルの月次パネルデー

タを使用し、狭く定義されたサービス業４業種を対象に、生産性の時系列での動態につ

                                                  
10 映画館の TFPR が例外的なパタンを示す理由としては、需要が強く産出金額が増加するとき、

①生産性の高い事業所ほど、比例的以上に産出金額が増加する、又は、②比例的以下にしか労働

投入を増やしていない（座席数はそう簡単には変わらない）という理由が考えられる。しかし、

TFPR は他業種と同じパタンなので、②は考えにくい。①についても、数量ベースではそうした

関係がないので、単価の変化が関わっていると考えられる。すなわち、需要が弱い時期に生産性

が相対的に高い事業所ほど割引料金等によって単価を引き下げているというのが、さしあたり

の解釈である。 
11 単純平均すると TFPQ＋24.6％、TFPR＋15.9％である。 
12 単純平均すると、TFPQ＋15.1％、TFPR＋15.8％である。 
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いて実証的に分析を行った。数量ベースの生産性指標（TFPQ）と金銭ベースの指標

（TFPR）を併用し、両者を比較しつつ、生産性のばらつき及びヴォラティリティにつ

いて分析を行った点が特長である。 

 分析結果によれば、第一に、TFPQ と TFPR の変動は、事業所レベルで高い相関があ

る。この結果は、サービス業の生産性の変動を分析する際、金額ベースの生産性指標を

用いることで大きなバイアスが生じないことを示唆するものである。第二に、一般に

TFPQ の事業所間格差よりも TFPR の事業所間格差が大きい。この結果は、物的生産性

の高い事業所はサービス単価が高い傾向があることを示唆しており、製造業を対象とし

た先行研究とは逆の結果である。第三に、産業平均の TFP が高いときは一般に TFP の

事業所（企業）間格差が小さく、産業平均の TFP が低いときは格差が大きい。生産性が

相対的に低い事業所・企業の生産性がヴォラタイルで、産業全体の生産性にとって、生

産性の相対的に低い事業所・企業の動向が強く影響することを示唆している。第四に、

TFP の時系列でのヴォラティリティが高い事業所・企業は、期間を均した平均的な生産

性水準が低い。この結果は、サービス業において要素投入の調整費用が存在するため、

その生産性に対して、生産（＝需要）の平準化が大きな影響を持つことを示唆している。 

 本稿の分析は、グロスのアウトプットを用いたものであり、中間投入は考慮していな

い。また、生産要素の投入量について、非正社員比率をコントロールしているものの、

マンアワーの労働投入量のデータではない。さらに、本稿で対象としたのは対個人サー

ビス業４業種に限られており、他のサービス業種にどの程度一般化できるかは何とも言

えない。本稿は、サービス業の生産性についての新しい事実を提示するものだが、これ

らの制約があることを留保しておきたい。 
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表１ 対象業種の概要 

 

（注）映画館の対象期間が他の３業種に比べて短いのは、座席数が 2002 年から調査事項になっ

たこと、2013 年以降は企業単位の調査に移行し、連続性がないことによる。各産業の 2012

年の売上規模は、「経済センサス-活動調査」（総務省・経済産業省）による。 

 

 

表２ トレンド TFP 上昇率 

 

（注）TFPQ, TFPR を被説明変数としてタイムトレンドで回帰した結果を年率換算。 

 

 

表３ TFP のばらつき 

 

（注）数字は標準偏差の期間平均。 

 

  

(1) (2) (3) (4) (5)

調査単位 対象期間 アウトプット数量 資本ストック
（参考）2012年売

上規模（兆円）

映画館 事業所
2002.1～

2012.12
月間入場者数 座席数 0.15

ゴルフ場 事業所
2000.1～

2015.6
月間利用者数 ホール数 0.54

ゴルフ練習場 事業所
2000.1～

2015.6
月間利用者数 打席数 0.16

パチンコホール 企業
2000.1～

2015.6
（なし）

パチンコ機・パチ
スロ機設置台数

17.71

業種

TFPQ TFPR

映画館 -5.8% -6.1%

ゴルフ場 -0.5% -2.1%

ゴルフ練習場 0.9% 0.0%

パチンコホール -3.5%

TFPQ TFPR

映画館 0.620 0.580

ゴルフ場 0.469 0.578

ゴルフ練習場 0.375 0.505

パチンコホール 0.079
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表４ TFP のばらつきの大小と TFP の平均値 

 
（注）分析対象期間の各業種の TFP のばらつきを中央値で区分。***は、t 検定により 1％水

準で統計的有意差があることを意味。 

 

 

表５ 事業所・企業の TFP のヴォラティリティと平均値 

 

（注）サンプル事業所（企業）の TFP のヴォラティリティを中央値で区分。***は、t 検定

により 1％水準で統計的有意差があることを意味。 

 

 

  

ばらつき大 ばらつき小 ばらつき大 ばらつき小

映画館 -0.092 0.068 0.160 *** 0.069 -0.093 -0.162 ***

ゴルフ場 -0.191 0.142 0.334 *** -0.196 0.146 0.342 ***

ゴルフ練習場 -0.080 0.075 0.156 *** -0.059 0.059 0.118 ***

パチンコホール -0.123 0.103 0.226 ***

(1) TFPQ (2) TFPR

差 差

高ヴォラティ
リティ事業所

低ヴォラティ
リティ事業所

高ヴォラティ
リティ事業所

低ヴォラティ
リティ事業所

映画館 0.005 0.044 0.039 *** -0.014 0.059 0.074 ***

ゴルフ場 -0.155 0.127 0.282 *** -0.168 0.124 0.292 ***

ゴルフ練習場 -0.048 0.037 0.085 *** -0.060 0.026 0.087 ***

パチンコホール -0.050 0.070 0.120 ***

(1) TFPQ (2) TFPR

差 差
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図１ TFP の動向 

（１）映画館 

 
 

（２）ゴルフ場 
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（３）ゴルフ練習場 

 
 

（４）パチンコホール 
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図２ TFP のばらつき 

（１）映画館 

 
 

（２）ゴルフ場 
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（３）ゴルフ練習場 

 
 

（４）パチンコホール 
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図３ TFPQ の平均値とばらつきの関係 

（１）映画館 

 

 

（２）ゴルフ場 
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（３）ゴルフ練習場 
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図４ TFPR の平均値とばらつきの関係 

（１）映画館 

 
 

 

（２）ゴルフ場 
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（３）ゴルフ練習場 

 
 

 

（４）パチンコホール 
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付表１ 生産関数の推計結果 

A. 売上高生産関数 

 

 

B. 物的生産関数 

 

（注） A は売上高を、B は物的アウトプットを被説明変数としたコブ・ダグラス型生産関数の

推計結果。カッコ内は標準誤差。***, **, *は、それぞれ 1％, 5%, 10%水準で有意。 

 

 

lnK 0.4364 *** 0.2830 *** 0.6817 *** 0.6189 ***

(0.0084) (0.0148) (0.0076) (0.0136)
lnL 0.8179 *** 0.6369 *** 0.6949 *** 0.6225 ***

(0.0092) (0.0083) (0.0062) (0.0134)
非正規比率 0.0392  -0.1940 *** -0.5279 *** 0.0676 ***

(0.0369) (0.0156) (0.0155) (0.0250)
_cons -5.9384 *** 1.6307 *** -0.9076 *** 0.4370 ***

(0.0416) (0.0440) (0.0297) (0.0520)
Nobs. 30,960 35,017 34,415 9,510

Ajdusted-R2 0.7202 0.1999 0.5479 0.865

(1) 映画館 (2) ゴルフ場 (3) ゴルフ練習場 (4) パチンコホール

lnK 0.4584 *** 0.6616 *** 0.7406 ***

(0.0087) (0.0122) (0.0059)
lnL 0.7156 *** 0.2449 *** 0.4131 ***

(0.0095) (0.0068) (0.0048)
非正規比率 0.1194 *** 0.1408 *** -0.1363 ***

(0.0385) (0.0129) (0.0120)
_cons 0.7106 *** 1.7217 *** 1.2384 ***

(0.0433) (0.0363) (0.0230)
Nobs. 31,037 35,018 34,416

Ajdusted-R2 0.6787 0.1683 0.5779

(1) 映画館 (2) ゴルフ場 (3) ゴルフ練習場
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